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終わりに

は　じ　め　に

　本稿の目的は，鞍山鋼鉄公司（以下，鞍鋼と略す）を事例に，「生産調度」組織と「生産調度」

部門の機能という 2 つの視点から中国工業企業の独特の「生産調度システム」
1)
を考察するこ

  1）「生産調度」について，李俊伝が次のように定義する。企業の生産作業計画を執行する中で，設備の臨時故障，

品質問題，注文の変更など予想もできないことが起きることがある。その際，生産進度を調整し，または生

産内容を修正しなければならない。こうした生産計画執行中の生産量および生産進度に対するコントロール

は，生産作業コントロールであり，「生産調度」とも呼ばれる。（李俊伝『工業企業経営管理学』（立信会計

図書用品社，1990 年，219 頁）。本稿もこの定義を使う。「生産調度」に似たような概念として「生産管理」

が挙げられる。菅又によれば，「生産管理」という言葉の意味は，非常にまちまちで，その内容を決める人

によって，種々の定義が与えられている。アメリカのプロダクション・プランニング・アンド・コントロー

ルという言葉では，「生産すべき製品と生産量ならびに，完成期日を計画し，その実施をコントロールする

ことである」と説明している。日本では古くから，工程管理という言葉で呼ばれ，生産計画とその実施準備，

現品管理・進度管理・実績資料管理がその主要機能範囲であった。業種・業態・企業の規模・製品の種類と

量などによって，その計画と管理の粗さや，長さがまちまちであるが，各企業とも，おおむね次のことが行

われている。顧客の要求や販売予測による販売計画に基づいて，人・設備等の生産能力を検討し，営業や設

計との調整を図り，生産計画を決め，資材を調達する。また，生産に対して，品質・原価・納期の標準や目

標を計画し，指示する。実施状況を監視し，異常に対する適切な措置をし，初期の目標に近づける活動を行う。

さらに，実施結果を分析・評価し，次の計画に反映させる。以上が生産に対する，「PLAN － DO － SEE」

の活動である。これが生産管理である。工場の幹部，第一線監督者，専門のスタッフによって，生産管理が

行われている。生産管理の機能については，生産管理システムに関する主な機能は，業種によって，製品の

種類によって，また，作る量によってシステムは異なるが，①製品の種類と量に関する計画，②作るか，買

うかの計画，③作るための設備，機械や人員等の能力と生産方式に関する計画，④作るための部品ごとの工

程手順，標準時間，品質，原価などの諸標準や基準の設定，⑤外注工程の計画と発注量の指示，⑥在庫量の

計画と発注指示，⑦納期と，各工程の日程計画と指示，⑧生産手配の各種資料，帳票の準備と配付，⑨品質

管理，原価管理，設備管理，安全管理，⑩実績の記録と，計画との差異発見とその対，⑪営業，設計，資材，

物流部門などとの調整がある。（菅又忠美・田中一成『生産管理がわかる事典』日本実業出版社，1995 年，

42 頁，46 頁）。

　　李捷生によれば，「生産調度システム」の範囲は政府－企業－職場である。政府レベルでは，国家経済委
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とにより，「生産調度システム」の制度形成と再編を明らかにすることである。その際，『鞍鋼

誌』と『鞍鋼年鑑』基づいて，「生産調度システム」がはじめてつくられた 1950 年代－ 1976 年，

1977 年－ 2000 年，2001 年以降という 3 つの段階に分けて考察していく。

　「生産調度システム」を取り上げる理由は次のように考える。第一に，生産は製造業にとっ

て重要な機能であり，特に製銑，製鋼，圧延を統合する銑鋼一貫企業には，鉄鋼生産が需要に

あわせて連続的に行われる。そのための原材料確保，および工程間の調整を主な内容とする「生

産調度システム」の重要性は高く，それについての研究は不可欠である。

　第二に，1950 年代に始まった「生産調度システム」は，鉄鋼企業だけではなく，中国の工

業企業に広く存在し
2)
，しかも現在も機能しているものである。しかし，中国の計画経済から

市場経済への移行に伴い，今日の「生産調度システム」は計画経済期のそのものとは異なる点

が見られる。したがって，その相違点を明らかにするためには，「生産調度システム」を段階

的に見る必要がある。

　本稿は次のように構成される。まず，第 1 節において，「生産調度システム」に関する先行

研究を整理し，それぞれの限界性を指摘する。第 2 節においては，『鞍鋼史』と『鞍鋼年鑑』

に基づいて，1950 年代－ 1976 年，1977 年－ 2000 年，2001 年以降の 3 つの時期に分けて「生

産調度システム」のあり方を明らかにする。

　第 1 節で述べるように，「生産調度システム」に関する研究は極めて少ない。資料収集の困

員会調度局が鉄鋼企業の生産遂行に必要な日常的な調整を行っていた（李捷生『中国「国有企業」の経営と

労使関係－鉄鋼産業の事例＜ 1950 年代― 90 年代＞』御茶の水書房，2000 年，71 頁，79 頁）。範囲から見

ると，「生産調度システム」は企業内に限定される「生産管理」という概念とは異なっている。

　　以上のことから，一見「生産調度」という概念は「生産管理」に近いものであるが，中国工業企業の独特

のものとして本稿においてはあえて「生産調度」を使うことにする。両者の比較は別稿に譲る。

  2）苑志佳「国有企業工場生産システム－その源流と現状－」丸川知雄編『中国企業の所有と経営』（アジア

経済研究所，2001 年）第 9 章 369 頁，注 11。
　　改革開放以前，中国工業企業における「生産調度システム」の広汎な存在を示す 2 つのものを簡単に紹介

すると以下の通りである。その 1 つは，1953 年 5 月 28 日付けの「生産工場（鉱山）において，責任制の確

立に関する重工業部の指示」（以下，「指示」と略する）において，工場（鉱山）における以下の 7 種の責任

制の確立が要求される。①行政責任制，②技術責任制，③生産調度責任制，④設備維持・検査・修理責任制，

⑤安全技術責任制，⑥技術供与責任制，⑦コスト財務責任制である。これをきっかけに中国の大型工業企業

において「生産調度システム」が導入された。「指示」の中で提起された生産調度責任制は，具体的に次の

ような内容が含まれる。ⅰ，作業計画制度を整える，作業計画が整っていなかったり，確実でなかったりす

る場合，生産科の主導で，作業計画の編成を改善し，作業計画の均衡率を高めることである。ⅱ，全工場の

生産調度制度を整い，それを通じて，1 日計画の実行状況，各車間，各生産工程，各補助部門および原材料

輸送部門の協調を監督する。ⅲ，車間の生産調度責任制，およびそのほかの生産責任制（例えば勤務交替制）

を確立する。（中華人民共和国国家経済貿易委員会編『中国工業五十年』第 2 巻，上，中国経済出版社，2000 年，

700 － 701 頁）。もう 1 つは，1961 年 9 月に公表され，1979 年の国有企業改革まで，国有大型工業企業の

性格を規定した「国営工業企業工作条例（草案）」（以下，「工業七十条」と略す）の第 7 章第 6 条での企業

の各種の責任制に関する規定には，「生産調度システム」に関する内容が含まれる。たとえば，企業におい

て強力な生産指揮機構を確立し，生産副工場長がそれを主管すること。工場レベルの生産調度機構を中心と

し，全工場の生産調度ネットワークを形成することなどである。（中華人民共和国国家経済貿易委員会編『中

国工業五十年』第 4 巻，上，中国経済出版社，2000 年，53 頁）。
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難さがその一因である。資料に関して，2 点の断りを申し上げたい。本稿の分析する時期は

1949 年－ 2002 年であるが，資料的制限により，1996 年－ 2000 年の 5 年間の空白期間が生

じている。第二に，後に述べるように，鞍鋼において公司－工場－車間
3)
（現場）という 3 つの

レベルで「生産調度」部門が設置されている。したがって「生産調度」部門の機能もこの 3 つ

のレベルから分析する必要性がある。しかし，工場レベルと車間レベルでの「生産調度」部門

の機能を把握することは同じく資料的制約により困難である。したがって公司レベルでの「生

産調度」部門としての「総調度室」に焦点をあてて考察をしていきたい。

第 1 節　中国鉄鋼企業の「生産調度システム」に関する先行研究

　これまで中国鉄鋼企業の生産管理システムに関する先行研究は，主に宝山鋼鉄公司（以下，

宝鋼と略す）に集中する。代表的な研究としては，李捷生
4)
，劉志宏

5)
，陳銘全

6)
，呉培良

7)
，中

国人民大学工经系宝钢调研组
8)
の研究が挙げられる。

　宝鋼は改革開放以来，外国からの全面的な技術導入で建設された大型鉄鋼企業である。外国

技術を中心とする技術基盤のほか，消費地立地型の工場立地，海外から輸入する高品位鉄鉱石

への依存および，「一貫集中的管理システム」などにおいて，宝鋼は中国従来の鉄鋼企業とは

異なり，きわめて特別な存在である。したがって中国鉄鋼企業の生産管理システムを全面的に

把握するためには，鉄鋼企業に多く見られる「生産調度システム」が分析されなければならない。

　「生産調度システム」に関する研究は極めて少ないが，主に 2 つのタイプがある。一つは，

中国工業企業全体を対象に「生産調度システム」を研究するものである
9)
。もう一つは李捷生

に代表されるように個別企業（首鋼）を対象にその「生産調度システム」を分析するものであ

  3）車間とは，例えば，日本の製鉄所における高炉工場で「高炉掛」，「原料掛」，「送風掛」といった「掛」に

相当するものである。車間には，計画管理，生産管理（調度），労働賃金，専門技師などの管理スタッフが

付属し，数百人の労働者が配置されている（李捷生前掲書，81 頁）。

  4）同上書。

  5）劉志宏「宝山製鉄所の経営組織に関する一考察」（『環境と経営』静岡産業大学論集第 9 巻第 2 号，2003 年），

劉志宏「宝山製鉄所の組織構造の変化」（『環境と経営』静岡産業大学論集第 11 巻第 1 号，2005 年）。

  6）陳銘全「上海宝山製鉄所の生産管理に関する一考案（その 1）」（『専修社会科学論集』第 13 号，1994 年），

陳銘全「上海宝山製鉄所の生産管理に関する一考察（その 2）－分業協力体制について」『専修社会科学論集』

第 15 号，1995 年）。

  7）呉培良「宝鋼的集中一貫管理体制考察」（『中国工業経済研究』1991 年第 12 期）。

  8）中国人民大学工经系宝钢调研组「走现代化管理之路 - 上海宝山钢铁总厂调研报告」（『中国工業経済研究』

1992 年第 12 期）。

  9）代表的な研究は以下のようなものが挙げられる。李俊伝『工業企業経営管理学』（立信会計図書用品社，

1991 年），中国社会主義国営工業企業管理編纂グループ『中国社会主義国営工業企業管理（上，下）』（人民

出版社，1964 年），薛暮橋，馬洪，蒋一葦など『工業経済与企業管理基本知識講座』（中国社会科学出版社，

1982 年），蒋一葦『中国社会主義工業企業管理研究』（経済管理出版社，1987 年），中国人民大学工業経済

系工業企業管理教研室『中国社会主義工業企業管理』（中国人民大学出版社，1980 年），張彦寧『現代企業

管理組織』（中国展望出版社，1989 年）。
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る。「生産調度システム」は中国工業企業共通のものであるが，企業によって違いがあるため，

前者のように中国企業全体としてとらえるのは限界があると思われる。

　後者の李捷生の研究については，『中国「国有企業」の経営と労使関係－鉄鋼産業の事例＜

1950 年代― 90 年代＞』（2000 年）の中で，首都鋼鉄公司（以下，首鋼と略す）を例に，個別企

業の「生産調度システム」を分析する最初の研究である。

　この中で李捷生は「生産調度システム」に関するいくつかの重要なことを明らかにした
10)
。

　1 点目は「生産調度システム」がつくられた背景である。

　2 点目は「生産調度システム」の範囲（政府－企業―職場）である。「生産調度システム」は

企業内の関係のみならず，政府と企業との関係も表すものである

　3 点目は，「生産調度システム」の特徴を明らかにした。

　　その特徴とはⅰ，「調度」部門が政府（国家経済委員会）調度局→企業（公司）「総調度室」

→職場（工場）調度室→現場調度員からなり，物資供給・生産計画・生産遂行など生産管理

上の業務がすべて「調度」部門の専権事項である。ⅱ，「調度」部門が企業内唯一の一貫集

中的な管理機構である。

　4 点目は，「生産調度システム」の原則を明らかにした。

　生産管理が「調度」と呼ばれる部門によって集中的に行われているという原則である。

　5 点目は「生産調度システム」がもつ問題である。具体的にはⅰ，生産管理（集権的）と労

務管理（分権的）との協調性を確保することが難しい。ⅱ，生産面では，職場の積極的な協

力を得られないというものである。

　以上のように李捷生の研究はきわめて有意義なものである。にもかかわらず，次のような不

足があるといわざるを得ない。

　①主に資料の制約によると思われるが，「生産調度システム」に関する実証分析が足りない。

　②後で述べるように，2001 年鞍鋼の「生産調度システム」は，組織の面で重要な変化が見

られる。李捷生の研究の時期設定は 1950 年代から 1990 年代までであり，最近の「生産調

度システム」には触れていない。

　③②と関連するが，計画経済期の「生産調度システム」を市場経済期のそのものを区別しな

い立場にある。「生産調度システム」の最近の組織面での変化を除いても，「生産調度」部門

の機能自体も計画経済から市場経済への移行に伴い変化が見られ，この機能の変化について

の研究は行われていない点である。

　本稿では，以上の先行研究を踏まえて，「生産調度システム」の組織と「生産調度」部門の

機能の 2 つの視点から，鞍鋼の「生産調度システム」を 3 つの時期に分けて考察していくも

10）李捷生，前掲書 71 頁参照。
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のである。

第 2 節　鞍山鋼鉄公司における「生産調度システム」

　先述したように分権的管理のもとで，生産管理の一貫性をいかに確保するかが課題となった

ことが「生産調度システム」が作り出された背景であると李捷生が指摘した。李捷生の分析対

象である首鋼を例にしてこの点を具体的に見てみよう
11)
。

　図 1 に示されているように，1950 年代― 1980 年代半ばの企業管理組織は次のようなもの

であったと考えられる。

　①党委員会→企業長→工場長→車間主任という縦の指揮命令系統が首鋼に見られる。

　②工場管理の諸機能が経営，設備，行政，政治，生産 5 つの管理系統に分かれ，それに対

応する形で 5 つの系統のスタッフ部門がもうけられている。この系統別スタッフ組織は公司

と工場の2段階において設置されており，工場は公司と同様な管理機能を持っている。しがたっ

て，工場は 1 つの事業所としての性格をもっており（「二級管理」），独立性が高かった。この管

理方式の下で，生産現場の情報は工場のスタッフ部門が抑え，公司レベルの情報把握は不十分

であったため，いかにして鉄鋼生産を統一的に管理するかが課題となっていた。

　③鉄鋼生産に対する一貫的管理を行うために，5 つの管理系統から，生産管理系統を独立さ

せ，企業長の直接的管理の下においていた。いわゆる「生産調度システム」はそれであった。「生

産調度システム」は公司→工場→車間（現場）3 つの段階によって構成されている。

　④工場レベルでの 4 つのスタッフ部門と公司レベルでの 4 つのスタッフ部門との間に縦の

指導関係が存在する。（「系統別管理」）

11）「生産調度システム」が作り出された背景に関する李捷生の説明は，李捷生前掲書 325 － 326 頁を参照。

しかし，それはあくまでも首鋼の場合であり，資料の制約により，鞍鋼においても同じ背景の下で「生産調

度システム」が作り出されたとは断言できない。
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　以上のように，1950 年代後半から 1980 年代半ばまでの首鋼においては，「系統別・二級管

理体制」と党委員会指導制と特徴づけられた複雑な管理体制を持つ。この管理組織の下で鉄鋼

生産を統一的に管理するために「生産調度システム」が作り出された。「生産調度システム」

はこの管理体制から独立して存在する一貫集中的管理機構（企業長→公司「調度室」→工場「調度

室」→現場「調度員」という命令系統）という性格を持つ。

2.1　1950 年代－ 1976 年の鞍山鋼鉄公司における「生産調度システム」
12)

（1）「生産調度システム」の管理組織

　1948 年 12 月 26 日に鞍山鋼鉄公司が設立された後，整った生産管理体制がはじめて作られ

た。1950 年初めにソ連専門家の提案で，東北人民政府工業部の許可を得て鞍鋼において「生

産処」を設立した。「生産処」の下に「生産科」，「安全技術室」，「秘書室」，「総調度室」が設

けられ，定員は 40 人であった。

　図 2 は 1950 年代の鞍鋼の「生産調度システム」の組織図である。この図から次のことが読

み取れる。①「生産処」が設立された当初独立採算をとった少数の生産部門において，公司，

工場，車間（現場）を含めた 3 つのレベルからなる管理組織が見られる。公司レベルの調度部

門は，公司総調度室所属の総調度員と当番調度員によって構成されるが，工場レベルと車間（現

12）この節では，1985 年までの鞍山鋼鉄公司の「生産調度システム」に関する叙述は特に注を入れない場合，『鞍

鋼誌』「第四編企業管理第三章生産管理」より引用する。
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場）レベルには，どちらにも総調度員と当番調度員が配置されていた。②「生産調度システム」

では行政的指導と業務的指導という 2 つの指導が含まれている。公司レベルの調度部門→工

場レベルの調度部門→車間（現場）レベルの調度部門という 3 者の間に業務的指導関係が存在

する一方，この 3 つのレベルの調度部門ではそれぞれ生産副総理，生産処長・生産副工場長（副

鉱山長），生産科長･車間主任がこの行政的指導を受ける。

　1967 年 8 月に軍事管制が実施された後，鞍山市軍事管制委員会の下に「鞍鋼抓革命促生産

指揮部生産組」が設置された。1968 年 3 月に「市革委会」が設立された後，「市革委会生産組」

が鞍鋼の生産活動を直接管理するようになった。1971年 7月に，「第一工交組」が設立された後，

生産系統と行政系統の 15 処を回復し，「生産処」も再建された。1975 年 11 月「鞍鋼生産処」

と改称された。以上のことから，「文化大革命」期，鞍鋼の「生産調度システム」は機能しなくなっ

たと思われる。

（2）「生産調度部門」の機能

　1950 年代国の計画が鞍鋼の「計画処」に下達された後，「生産科」は「計画処」が作成した

年度計画，四半期計画，月間計画に基づき，品種別の注文書に応じて月間作業計画，週間作業

計画，1 日作業計画を編成し，それを各生産部門に伝達し，実行させる。

　「生産科」の計画に基づき，「総調度室」は昼夜交替で各生産部門の作業計画の実行を監督し，

各生産部門の原料と燃料，動力，輸送車両の供給を調整し，設備の突発事故と人身事故などの

防止，処理，緊急措置を行い，生産指示図表に照らして生産を行う。

　1962 年に「生産処」に「総合計画科」が設立され，月間生産計画の編成部門は「計画処」から「生

産処」へと変わった。1964 年に鞍鋼は生産活動の管理を強化するために「生産指揮部」を設

立したが，「生産処」は生産管理の上での主な職能部門であった。

（3）「生産調度」規律と「生産調度」手段

　1951 年初期，鞍鋼は経験と教訓を総括した上で，①「調度持ち場責任制」，②「勤務交代制

度」，③「当番制度」，④「報告制度」，⑤「ガス規律と電力負荷限定規定」を主な内容とする「調

度責任制」を作り上げた。

　生産調度規律については，作業計画の編成手順を確立した上で，臨時に作業計画を改正する

際の「通知書責任制」，不合格の原材料あるいは計画以外の輸送車両を使用する場合の「番号

調度命令制」を作りだした。公司の当番調度員には，注文以外の鋼材の圧延を決定する権限と，

生産科にタイムリーに知らせ，生産計画を調整する権限が与えられ公司の当番調度員の現場で

の権限が強い。

　1950 年の下半期になると，鞍鋼「総調度室」は東北人民政府工業部との間の「毎日定時電
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話報告制」がつくりだされ，1951 年 8 月「公司調度電話会議制」が実施され始めた。1952 年

には，「全公司調度員会議制」，「ガス規律検査会議制」，「当番中の小型専門調度電話会議制」

も相次いで実行された。また，酸素が供給不足状態であったが，その配分も公司「総調度室」

に委任されていた。

　鞍鋼における「生産調度システム」の業務手段としては，1980 年代まで，専用調度電話
13)
，

生産指示図表
14)

が用いられた。

小括：鞍鋼においては，1950 年初めに，「生産調度システム」が形成された。当時，少数の独

立採算部門においてのみ，公司→工場→車間（現場）の 3 つのレベルの「生産調度システム」

の組織が確立された。当時の「総調度室」は「生産処」に属した一部門に過ぎず，その機能は，

週間（1 日）の作業計画の把握と生産現場の生産の調整・助言にとどまった。つまり 1980 年

  13）1950 年代初期生産調度システムが作り上げられた時から，容量が 20 回路である専用調度電話台を自社

で開発し，もとの専用線電話 2 台とダイヤル電話 1 台をとり代わったが，その後 40 回路の精錬（動力，輸

送も含む）調度電話台と 40 回路の圧延調度電話台が使われるようになった。鉱山系統以外，各部，工場の間，

ツー・ウェー通話ができるようになり，電話回路がなんの障害もなく通じるため電話回路を巡察する専任の

責任者も配置された。公司総調度室は専用の調度電話で，複数の呼び出しと通話が速やかに可能となり，ま

た当番中小規模の調度電話会議も可能である。これは公司の生産副総経理が司会する生産調度電話会議の開

催に有利な条件を作り出していた。

　　1960 年代以後，各主要な生産工場，二級公司の調度室は，次々と調度電話システムの整備を行った。主

要車間，車間の下に位置する工段，および部門間の生産調度指揮が結び付けられ，さらに鞍鋼公司総調度室

との結びつけによって上から下への生産指揮を強化した。また 1980 年代になると輸送部調度室は作業移動

中の車両との無線通話も可能となった。

　　生産の拡大に伴い，1984 年になると，調度指揮手段をさらに改善するために，容量が大きく，情報の伝

達が速やかなフィード・バックシステムを作り出した。自動録音，無線マイク，換位コントロールなどの機

能を付けた 50DDH 型調度台の導入によって，調度指揮の機械設備の水準がさらに高められた。

　　各主体工場，鉱山との連絡・指揮を実現するために，鉱山公司総調度室は 1985 年にすでにＯＴ－ 60 型調

度電話交換台 3 台が整備され，そのうち電話会議用 1 台，調度用 2 台，またＪ 00 － 4 型無線通信電話も保

有していた。

14）生産調度担当者が生産指示図表を使って，生産活動の監視と比較を行う。生産指示図表には時間，班，日

作業計画および設備の操業と停止の計画が記載されている。当番調度担当者は下からの報告をもとに，計画

と実際の数値を比較することによって生産状況が作業計画と一致するかどうか，計画を超過達成する原因，

および計画を達成できない原因，弱い部分と肝心な問題を分析する。その後当番調度担当者は問題の軽重と

緩急に応じて，一つ一つ解決するか，あるいは予測できる問題に対してあらかじめ措置をとって災いを未然

に防ぐのである。

　　鞍鋼の生産規模の拡大に伴い，設備の数量，生産技術，技術供給と協力関係が複雑になる。したがって，

総調度室の生産指示図表には精錬，圧延以外，動力生産および設備回転図表なども含まれるようになった。

精錬生産指示図表の中には，高炉 10 基，平炉 15 基，転炉 3 基の生産動態および主要な生産技術指標，鉱山，

化学，焼結，耐火材料，くず鉄などの工場の製品の生産量と品位，原燃料の在庫と供給が含まれる。圧延指

示図表の中，分塊圧延機 2 セット，形鋼圧延機 3 セット，鋼板圧延機 5 セット，3 種類の鋼管製品と金属製

品の生産量，品質，エネルギー消耗，および鋼塊，鋼片の在庫と分配，専用三輪人力車の配分，各圧延工場

の主要設備の回転と生産動態が含まれる。動力生産および設備運行図表の中には，鞍鋼の主要動力設備の運

行状況，ガス，酸素，蒸気，圧縮空気，送風機，ボイラーの発生量，重油の供給量および各種の動力資源の

配分と消耗が含まれる。

　　昼夜交替で行われる連続生産を確保し，3 交替で前後がつながらないような混乱を防ぐために，調度室 3
交替の交替簿が置かれた。当番調度員が当直中の重大問題，取られた措置，まだ解決していない問題および

解決に関する意見を詳しく記録した後交替を行う。生産指示図表は交替制度と結びついているため生産調度

の協調と統一が保証された。
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代までは一貫集中的管理機構として「生産調度システム」の姿はまだ現れていなかったのである。

2.2　1977 年－ 2000 年の鞍山鋼鉄公司における「生産調度システム」

（1）「生産調度システム」の管理組織

　1977 年 4 月生産活動の管理を強化するため，「鞍鋼革委会」はこれまで総調度室の上位に

いた「生産処」を撤廃した。「総調度室」の主な機能は，公司の日常の生産活動の管理を行い，

四半期計画，月間計画を下達し，正常な仕事の順序を整えることである。

　1983 年 11 月になると「材鋼比」
15)

を高める鞍鋼「成材率工作隊」が「総調度室」に編入さ

れた。1985 年には，公司「総調度室」の下に計画，調度，製銑，製鋼，圧延，軍需産業，輸送，

鋼塊温度調節，情報および「成材率工作隊」など 10 専門科，隊となった。この中では，総調

度長 1 人，副調度長 3 人，調度長 5 人，その他の生産調度員 74 人を抱えることとなった。

　図 3 が示すように，1985 年の時点で，鞍鋼の「生産調度システム」の組織は公司「総調度

室」を中心に，その下にある職能処調度室 5，二級公司および工場，鉱山調度室 77，分工場

および車間，三級公司，站，段調度室ないし調度組 282 によって構成されていた。

　1985 年鞍鋼における各レベルの生産調度員は 4,000 人を超え，かなり膨大になっていた
16)
。

うち，「幹部」
17)

1,695 人，労働者 2,305 人であった。

15）「材鋼比」は鋼材と粗鋼生産量の比率であり，垂直統合度を表す重要な指標である。

16）李捷生前掲書の表 2 － 2 首鋼製鉄工場・系統別の人員編成（78 頁）の中で，調度科の人員は 1 人である

と記載されている。首鋼の「生産調度システム」の人数は鞍鋼のそのものよりかなり少ないと推測できる。

また人員肥大化の理由については，熟練労働者の不足により，現場に大量の技術者が配置されなければなら

なかったと思われる。

17）中国の大型工業企業においては「幹部」と「工人」（労働者）の身分制度が存在する。木崎翠『現代中国

の国有企業－内部構造からの試論』（アジア政経学会，1995 年）の研究が代表的なものである。
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（2）「生産調度」部門の権限

　生産調度が厳しく行われるようになった鞍鋼は 1985 年 9 月 1 日に「鞍鋼総調度室職責条例

（試行）」を公布し，公司「総調度室」に以下の権限が与えられた。それは以下の通りである。

生産関係：

①公司を代表して生産調度の指令を出すこと。

②重大な事故あるいは自然災害が発生する場合，公司の労力や物資をタイムリーに調整し，全

力をもって緊急措置をとること。

③定期あるいは臨時に関係部門を召集し，生産に関する問題を解決すること。すべての決定は

各部門が真剣に執行しなければならないとされた。

④生産過程で臨時に発生するエネルギー不足，原燃料または輸送の中断などの問題に対して，

全体の生産を保証するために個別生産部門の局部あるいは全部の生産停止を決めること。しか

し，主要な設備の操業停止に関わる場合，事前の伺いと生産副経理の批准を得なければならな

い。（特殊の緊急事件が発生する場合，処理の後ただちに報告しなければならない）。

他の部門との関係：

⑤生産過程で起こる各部門，各工場，各部分間の争議を仲裁すること。異なった意見があった

場合，執行しながら公司の指導者の指示を仰ぐ。

⑥公司および各工場の重要な部分を検査し，重大事故の原因を調査すること。立派な人や優れ

た行いを表彰し，事故を起こした人を批判し，そして指導者に奨励と処罰を提案すること。

⑦生産調度の指令に違反する，あるいは服従しない部門と個人に対して，必要な処罰を実施す

るように公司に提案すること。

⑧いつでも各部門，各工場に生産状況と問題を報告させること。

輸送関係：

⑨輸送技術に関するプロジェクト，及び生産技術改造に含まれる輸送の部分を審査すること。

⑩公司を代表して鉄路輸送及び道路輸送の契約を結び，関連仕事を処理すること。

⑪鞍鋼が所有するすべての車両及び運転手の監督と管理を行うこと。

　以上のことから，公司「総調度室」には生産，争議仲裁，事故原因調査，輸送などの重要な

権限が与えられ，そのことにより，他の部門よりも上位に位置していたことが明らかである。

　また，「総調度室」の権限については図 4 と図 5 からも窺える。図 4 は，「1984 年の増収節

支提高経済効益措置表」（1984 年の収入の増加，支出の節減，経済効果の向上に関する措置）をあら

わしている。この表から分かるように公司「総調度室」は責任部門あるいは協力部門としてコ

スト削減，鋼材品種，構成品質増産という 4 つの分野において権限を持っていた。

　図 5 は 1989 年 1 月 1 日に実施された「鞍鋼安全衛生審査弁法」における「生産調度システ

ム」に関する内容を示している。
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図 4　1984 年増収節支提高経済効益措置表（抜粋）

措置内容
担当部門

責任部門 協力部門 生産部門
①コスト削減
成材率（材鋼比）の向上 成材率隊 総調，科技部，品質処，計

画処，財務処

各圧延工場

鋼鉄料消耗の減少 鋼鉄料隊，計

画処

総調，財務処，計量処，く

ず鉄処

第一，二，三製鋼工場

コークス比の低下 コークス比隊 総調，科技部，財務処，計

画処

製銑工場

重油消費量の減少 エネルギー部，

科技部

総調，計画処 第一，二製鋼工場

鋼塊鋳型消耗の低下 科技部 総調 圧延ローラー工場，第一，二，三

製鋼工場
くず鉄比の向上 総調 計画処 くず鉄処
圧延ローラー消耗の低下 総調 圧延ローラー工場，圧延工場，

製鋼工場
ガス灰，ガス泥の利用率

の向上

総調，原料処 焼結工場

マンガン使用量の減少 総調 製銑工場，第一，二製鋼工場，

圧延ローラー工場
加熱炉燃料消耗の減少 エネルギー部 総調，東北工学院 第一，二分塊圧延工場
委託加工 鋳管工場 販売処，総調，計画処 鋳管工場
輸送コストの低下 運輸処 総調 運輸部，車両公司
②品種構成
珪素鋼片の増産 計画処 総調，販売処 第一，二薄板工場
冷延鋼板の増産 計画処 総調，販売処 冷延工場，半連続鋼板圧延工場
継ぎ目なし鋼管の増産 計画処 総調，販売処 継ぎ目なし鋼管工場
低合金軽軌条 科技部 総調，販売処，計画処 中形工場
異形棒鋼の増産 計画処 総調，販売処 小形工場
ボイラー鋼板の増産 計画処 総調，販売処 中板工場，半連続圧延工場
U 型，π型鋼材の増産 計画処 総調，販売処 中形工場
熱延良質炭素鋼板の増産 計画処 総調，販売処 中板工場，半連続圧延工場
横切り鋼板の増産 計画処 総調，販売処 中板工場，半連続圧延工場
冷延炭素鋼板鋼板の増産 計画処 総調，販売処 冷延工場
亜鉛めっき溶接鋼管の増

産

計画処 総調，販売処 鋼管工場，第一薄板工場

計画処 総調，販売処 中板工場
API 石油鋼管の増産 計画処 総調，販売処 継ぎ目なし鋼管工場

科技部，総調 販売処 第一薄板工場，溶接鋼管工場
小形丸棒の増産 総調 販売処 小形工場
外販 D60 と継ぎ目なし鋼

管半製品の増産

計画処，販売

処

総調 大形工場

③品質
品質処 総調，半連続圧延工場 冷延工場

　 品質処 総調，半連続圧延工場 冷延工場
品質処 総調，第一製鋼工場，第二

分塊圧延工場

大形工場

品質処 総調 中板工場
品質処 総調，第二製鋼工場 大形工場
品質処 総調 中板工場，第一分塊圧延工場

④増産
鋼材の増産 計画処 総調 各工場

出所）『鞍鋼年鑑』1985 年版，480 － 484 頁抜粋。

　注）「総調」は「総調度室」の略である。
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　この図からわかるように，生産停止，設備故障などのような生産に大きな影響を与える事故

に対して 7 つの処罰基準が設けられている。ボーナスの削減額との関連から見ると，この中で

は，最も厳しいのは①原材料漏れによる生産停止は月に 2 度発生する場合（ボーナスの削減額は

800 元）である。それ以外，⑦調度規律に違反し，公司の調度指令を執行しない場合ボーナス

800 元が削減される。つまり公司「総調度室」から出された指令は執行しなければならないと

いうきわめて高い権威性があることがうかがえる。

（3）「生産調度」部門の機能

　この時期の「生産調度」部門の主な機能は，生産現場の生産にともなう調整機能である。そ

れは，以下の 1985 年の「生産調度」の内容からうかがうことができる。

①作業計画の執行状況を調べ，作業計画を執行する中で生じた問題と原因をタイムリーに発見

し，積極的に対応策を講じること。

②生産の準備を調べ，早めに技術を供与できるように関係部門に対する督促と協調を行うこと。

③生産条件の変化に応じて労働力および物的資源の配分を調整し，各生産プロセス間のバラン

スを保証すること。

④設備の回転及び使用状況を把握し，生産需要に応じて設備の稼動と停止を決めること。設備

の維持規定の実施を厳格に遂行し，定期的に生産用具を取り替え，設備の点検と修理を行うこ

と。

⑤原燃料，半製品，大型用具の在庫状況を調べ，計画どおりにそれらを補給するように関係部

図 5　「鞍鋼安全衛生審査弁法」 付則 2 「規律に違反する際のボーナスの削減額に関する基準」 （抜粋）

　　　　　  （1989 年 1 月 1 日実施）

項目 審査基準
ボーナスの
削減額（元）

生　

産　

調　

度

①高炉，平炉，転炉の原材料漏れによる生産停止の時間≧ 4 時間の場合 200
1 時間ごとに延長する場合 ＋ 100
原材料漏れによる生産停止が月に 2 度発生した場合 800 
②主要設備の故障に影響を与える補助設備の故障時間≧ 2 時間の場合 100
1 時間ごとに延長する場合 ＋ 100
③操作および事故による主要設備の故障時間≧ 4 時間の場合 200
1 時間ごとに延長する場合 ＋ 100
④圧縮空気の中断と圧力の低下による高炉，平炉，転炉の操業停止時間≧ 4 時間の場合 200
1 時間ごとに延長する場合 ＋ 100
⑤給水，配電，ガス，水蒸気，送風の中断および圧力の低下による主要設備の操業停
止≧ 1 時間の場合

200

1 時間ごとに延長する場合 ＋ 100
⑥川上の工場による川下の主要設備の操業停止≧ 2 時間の場合（川上の工場に処罰を
与える）

200

1 時間ごとに延長する場合 ＋ 100
⑦調度規律に違反し，公司の調度指令を執行しない場合 200-800

出所 )『鞍鋼年鑑』1990 年版，290 頁。
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門を督促すること。

⑥企業内の輸送を点検し調整すること。生産に応じて，合理的に輸送車両，積卸道具および労

働力を配分し，輸送路線の障害なく通じることを保証し，積卸と発送を督促すること。

⑦生のデータをタイムリーに収集し，生産指示図表，日誌，報告表，統計などを記入し，生産

の進度及び作業計画の実行状況を分析すること。生産経営図表と報告書を作成し，生産の動き

と存在する肝心な問題を把握し，上級の調度機関及び関係指導者にタイムリーに報告すること。

⑧ガス，用水，電力など動力の供給を把握し，エネルギーの合理的な配分と節約を努めること。

⑨生産調度の電話会議を組織し，関係指示と決定を下達し，またその執行状況を調べること。

電話で執行状況を冶金工業部と冶金庁に報告すること。

⑩安全生産の技術規定を厳格に執行し，積極的に措置を取り，各種の隠れた危険を取り除くこ

と。緊急事故をタイムリーに処理し，事故の拡大を防止すること。

　以上のように 1980 年代の半ばになると，生産計画と自主販売などを主な内容とする自主経

営権拡大
18)

の実施に伴い，「生産調度」部門に新しい機能が加わったのである。この点は以下

に述べる生産計画編成への取り組みと，販売部門との関係からも分かる。

＜生産計画編成への取り組み＞

　1981 年鋼材品種と鋼塊規格に関する 1 日の作業計画を編成する権限は，第一分塊圧延工場

と第二分塊圧延工場に委譲された。しかし工場間のアンバランスが生じたために，1982 年か

らその権限は，公司「総調度室圧延科」に移った。1985 年になると，四半期生産計画の編成

部門も「計画処」から「総調度室」へと変わった。

　1987 年に生産経営目標を達成させるため，生産調度部門は進んで生産経営計画の編成に取

り組むようになった
19)
。

＜販売公司と生産部との関係＞

　市場給済期への移行にともなって，1995 年に「鞍鋼販売管理体制改革方案」（以下，「方案」

と略す）が打ち出された。「方案」の中で，品種に応じて生産調度を行うことが注文契約の履

行を保証するカギであるとする。つまり「販売公司」は公司の「生産部」と協力し，注文契約

18）中国の改革・開放政策は 1978 年末の党 11 期 3 中総会で決定したものであるが，党大会の直前に四川省

では 100 企業を選んで企業の自主権拡大が試行された。当時の自主権拡大とは，計画達成ののちに一部の利

潤留保権を認めること，自己資金による拡大再生産，減価償却資金の拡大，一部製品の販売権，奨励金の使

用権を与えることなど，現状では実行されていることばかりであるが，当時としては社会主義の原則に挑戦

する画期的試みであった。しかし，当時の企業は行政の付属物で，何をやるにも行政の許可が必要であった。

結果，わずかな成果を挙げた地域もあったが，全国的に見れば企業改革はほとんど進展しなかった。その後，

1984年5月に，国務院は国有企業の自主権拡大についての10項目の規定を公布した。この規定では生産計画，

製品販売，製品価格，物資導入，資金運用，資産処分，賃金，人事などの面での自主権拡大が決定され，そ

の年の 10 月には経済体制改革を大胆に実行することを求めた党の決定が採択，国有企業を改革し活性化を

はかることが提起された（今井理之，中嶋誠一『中国経済がわかる事典』，日本実業出版社，1998 年，215 頁）。

19）『鞍鋼年鑑』1988 年版，153 頁。
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の履行に努め，計画経営部の審査を受けるのである。「販売公司」と「生産部」
20)

との関係につ

いて次のような規定がある
21)
。

①「販売公司」は注文契約を結ぶ際，生産の可能性を考え，事前に「生産部」と連絡を取らな

ければならない。「生産部」は注文契約に基づいて月間，四半期計画を編成し，生産計画を調

整する際 2 部門の協議が必要である。重大な問題については公司の管理者の判断で決める

②「生産部」は注文契約に書かれた品種，規格に基づいて生産を行う。生産計画が作成された

後生産する必要性が生じてくる品種については，「生産部」は直ちに「販売公司」に知らせ，「販

売公司」はこれらの品種の販売を努める。

③市場の変化に応じて，注文変更が生じた場合，「販売公司」は「生産部」の同意を得た後，

注文契約を変更することができる。

④「販売公司」と「生産部」の 2 部門の協力に関して，規範化された制度が作らなければならない。

またそれぞれの権限と責任を明らかにする必要もあるという 4 点である。

（4）「生産調度」規律と「生産調度」手段

　1976 年以降「鞍鋼調度室のいくつかの制度」が発表され，「厳格，詳細，正確，断固，迅速」

（「厳，細，準，狠，快」）の基準を明らかにした。1979 年には「鞍鋼生産調度規定」が改定され，

計 4 章 30 条となった。その中では，緊急事態が発生する場合の調度部門の権限などが具体的

に定められた。1984 年には，「事故カード制度」，「調度規律カード」「防寒・防水カード」と

いう 3 つのカード制度も相次いで作り出された
22)
。

　1984 年以降，鞍鋼は買い入れた新鋭通信ツールを活用し，生産例会制度を廃止した。各処，

室のリーダーが毎朝参加する調度打ち合わせ会を毎週の月，水，金曜日の午前 7 時 40 分― 8

時 30 分に変更した。毎日昼の生産調度電話会議を安全，財務，エネルギー，動力，品質，生

産などの専門電話会議に変えた。毎週の月曜日は「安全の日」とされ，月曜の昼を安全調度電

20）1994 年 4 月 4 日「生産部」が設置され，「総調度室」のその下に置かれる。（『鞍鋼年鑑』1995 年版，95 頁）。

21）『鞍鋼年鑑』1996 年版，295 － 297 頁。

22) ＜事故カード制度＞とは，重大な人身事故または設備事故が起こった生産部門には公司から事故カードが出

され，該当部門は事故の発生時間，経緯，損失，責任者および責任者に対する処理などの内容を明確に記入

しなければならない。そして，そのカードに工場長がサインした後，期限内に公司に返却される。その後審

査と認可を経て，将来の調査に備えて保存して置く制度である。

　＜調度規律カード制度＞とは，公司「総調度室」当番調度長補佐は，公司「総調度室」が下した計画，決定，

命令を遂行しない，あるいは口実を設けて遅らせる下級の調度員を調度規律違反として処罰する制度である。

公司から出された調度規律カードは，工場の調査と確認を経て，さらに生産副工場長が責任者に対する処分

を記入した後，公司に返却される。公司のリーダーは調度規律カードをチェックした後，将来の調査に備え

て保存しておく。

　＜防寒・防水カード制度＞とは，防寒，防水措置の実行が徹底しない，また検査が綿密でない，あるべきで

ない損失をもたらした部門は，防備措置をカードに責任者名，その責任者に対する処分，および期限内の整

備を記入し，生産副工場長がサインした後，公司に返却する制度である。防備措置をカードも公司のリーダー

がチェックした後，将来の調査に備えて保存しておく。



115中国鉄鋼企業における「生産調度システム」の一考察（李）

話会議と定着させる。毎週月，水，金曜日の打ち合わせ会には公司各処，室のリーダーは参加

しなければならない。昼の調度電話会議には，各工場の行政リーダーが参加しなければならな

い。これらの調度会議を通じて，タイムリーに意思疎通をし，上下の関係を密接させ，情報交

換を促進し，それ相応の措置をとることを通じて，生産調度指揮を強化したのである。

　生産調度の業務手段に関しては，この時期次のものが用いられるようになった。生産調度の

中で，表示装置，計量器具，信号装置を用いられるようになった。これまでの専用調度電話に

比べ，より迅速かつ正確に作業状況を表すようになった。そのため当番調度員がタイムリーに

問題を発見し，対応策を取るのに役にたった。「総調度室」に 1984 年から，IBM コンピュー

ター 8 台，CanonMP コピー機 3 台が相次いで導入された。これによって調度担当者の計算，

手書きの労働量を減少するだけではなく，企業のリーダーによる資料の検索も便利になった。

HJL-40 電話会議機と工業有線テレビが導入され，当番調度員が指導部の決定をタイムリーに

理解できたと同時に，計器を通じて操業運行を観察し，生産を指揮することもできた。工場や

車間レベルの調度室といった下級レベルの調度室では，主要設備（たとえば高炉，転炉，メイン

電動機，圧延設備など）の操業動態と動力の供給をあらわす表示信号の取り付けが行われた。工

程間あるいは工場間の調整に役にたった。

小括：1950 年代初期の少数の部門に存在した 3 つのレベルの「生産調度システム」の組織は，

1985 年の時点で公司全体まで普及した。公司「総調度室」は，従来の週間（1 日）作業計画の

把握と現場の生産実行の調整・助言という機能を持っていたと同時に，生産計画の編成，およ

び販売部門との協調に積極的に取り組んでいた。さらに 1985 年 9 月 1 日に公布された「鞍鋼

総調度室職責条例（試行）」では，「総調度室」に生産，争議仲裁，事故原因調査，輸送など重

要な権限が「生産調度」部門与えられた。つまり，1980 年代の半ばになると，「生産調度シス

テム」の一貫集中的な管理機構としての性格が強くなったのである。

2.3　2001 年以降の鞍山鋼鉄公司における「生産調度システム」

（1）「生産調度システム」の管理組織

　2001 年になると「生産調度システム」の組織に大きな変化が現れた。この問題に入る前に，

まず先だって行われた鞍鋼の管理組織の変化を見てみよう。

　図 6 は 1995 年鞍鋼の組織図である。この図から次のことが確認できる。① 1980 年代の管

理組織に比べれば，党組織の地位が低下していることである。1980 年代までは工場長は党委

員会の下に置かれているが，1995 年に公司総経理は公司党委から独立した存在を示している。

②公司総経理の下に，「三師」（総工程師，総経済師，総会計師），副経理，総経理助理が設けられ

ていた。③公司総経理は公司党委から独立するが，紀委，組織人事部，宣伝部，弁公室，老幹

弁，機関党委は公司総経理と公司党委両方の統轄下に置かれ，以前に比べ，党組織の存在が低
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下しつつあるが，企業の管理組織から完全に離れるわけではない。

　鞍鋼は 1995 年に全体改革案を作り出した。その改革案は 7 部分からなる。最初の部分は鉄

鋼主体生産部門の改革に関するものである
23)
。改革の内容は以下の通りである。

　鉄鋼主体生産部門とは，生産工程のつながりが緊密であり，鋼材を最終製品とし，車間の性

格を持つ生産部門と，この生産部門にエネルギー，技術支援を提供する生産部門であるという。

具体的に次の生産部門を含む。焼結総廠，製銑工場，化工総廠，第一製鋼工場，第二製鋼工場，

第三製鋼工場，圧延ローラー工場，第一鋼塊圧延工場，第二鋼塊圧延工場，大形圧延工場，中

形圧延工場，小形圧延工場，中板工場，半連続圧延工場，第一薄板工場，珪素鋼片工場，，冷

延薄板工場，継ぎ目なし鋼管工場，型材圧延工場，線材股分有限公司，広幅厚板工場，異形鋼

管工場，くず鉄処理工場，鉄路輸送公司，第一発電工場，第二発電工場，送電工場，給水工場，

ガス工場，酸素工場，計量工場，技術センター，設計研究院など 34 の部門がある。

　公司は鋼鉄主体生産部門に対して集中一貫管理を行い，これら鉄鋼主体生産部門の生産プ

ロセスの連続性を確保しなければならなかった。つまり従来工場が持っていた管理職能と管

理権限は公司に渡されたのである。これらの工場は公司が下した生産計画の完成に専念する。

1995 年に生じたこの変化はきわめて重要な意味がある。つまり工場の管理職能と管理権限が

公司に渡されることによって，工場は独立性を持てなくなったことを意味するのである。いわ

ゆる「二級管理」の終焉を表すものである。また工場の管理職能の喪失に伴い，工場スタッフ

部門も大幅に縮小した。このことによって，もともと公司スタッフ部門と工場スタッフ部門と

の間に存在した「系統別管理」も姿を消した。

　李捷生が指摘したように，「生産調度システム」が生み出された背景は「系統別・二級管理」

の企業組織にあった。しがたって，1995 年に生じた企業管理組織の変化に伴い，「生産調度シ

ステム」にも何らかの変化が生じるはずであると思われる。しかし，1995 年の全面改革案は

旧来の管理組織の解体を意味するが，必ずしも新しい管理組織の形成につながるというわけで

はない。「生産調度システム」に本格的な変化が生じたのは 2001 年の集中一貫管理の実施に

待たなければならない。

（2）「三場両線」の確立

　2001 年に現代企業制度
24)

の確立に伴って，鞍鋼において集中一貫管理が実施された。その

23）『鞍鋼年鑑』1996 年版，103 頁。

24）1993 年 11 月の 15 期 3 中総会では「社会主義経済を確立するうえでの決定」が採択され，現代企業制度

確立の重要性が指摘されている。現代企業制度の基本的特徴としては，①企業は国を含む出資者の投資によっ

て形成された全法人財産を保有し民事責任を負う。②全法人財産をもって自主経営，損益事自己負担を行い，

出資者に資産価値の保持とこれを増大させる責任を負う。③出資者は資本額に応じた権益を持つ。④生産性

向上を目的として市場ニーズに基づいた経営を組織する。⑤所有者，経営者，従業員を結びつけた経営メカ

ニズムの形成などが挙げられた。また，企業の実情に応じて各種の形式をとるべきこと，指導体制と管理体
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内容には以下のものが含まれる
25)
。①原材料供給の集中管理，②設備の予備部品の集中管理，

③生産の集中管理，④販売の集中管理，⑤財務の集中管理がある。

　③生産の集中管理の主な内容は，「生産調度システム」に関するものである。次は「生産調

度システム」の組織変化を具体的に見てみよう。2001 年市場経済に応じて，進んだ技術と設

備を十分に生かし，最大の経済効果と利益を上げるためには，鞍鋼新鋼公司（新鋼）
26)

は外国

の鉄鋼企業の進んだ生産管理の経験を借りて，2001 年 10 月 1 日から，「三場両線」において

生産集中一貫管理を実施するようになった
27)
。「三場両線」とは，第二製鋼工場，第三製鋼工場，

熱延帯鋼工場，1700mm 薄スラブ連鋳連圧生産ラインと 1780mm 薄スラブ連鋳連圧生産ライ

ンである。

　「三場両線」の生産集中一貫管理モデルの主な内容は以下のようなものである。新鋼は「三

場両線」においては「駐場総調度室」（総調度室に隷属する）を設立し，新鋼の生産部は三工場

に計画員を派遣し，二つの製鋼工場と二つの生産ラインの生産の手配を統一的にするように

なった。それによって「三場両線」の生産は計画通り，秩序正しくコントロールされるように

なった。駐場調度室の主な職責は，①一日の生産計画に基づいて班の作業計画を作成すること，

②「三場両線」の日常生産を合理的に組織し，協調すること，③第二製鋼工場，第三製鋼工場

および熱延工場の生産を追跡し，製鋼工場および熱延工場に起きたつながりに関する問題を解

決すること。

　駐場計画員の主の職責は，契約に基づいて二つの製鋼工場の連鋳鋼片の生産計画，生産順序，

二つの生産ラインの 1 日の圧延計画を作成，調整し，原材料を合理的に配分することである。

　「三場両線」における生産集中一貫管理は 2001 年 10 月 1 日に試行され，2002 年 1 月 1 日

から正式に実施された。このことによって，「三場両線」の集中一貫管理の骨格がはっきり

し，この管理モデルが採用された後，2002 年 2 つの生産ラインはいずれも高い生産性を示し，

1700 生産ラインと 1780 生産ラインはそれぞれ 180 万ｔ，380 万ｔの生産実績を上げ，前年

度よりそれぞれ 93 万ｔ，84 万 t 増えたのである。1700 生産ラインの熱装率は 93％，熱装温

度 850 度，1780 生産ライン熱装率は 76％，熱装温度 550 度となり，生産コストは大幅に低

下した。また注文契約に基づいて生産を行うため，前年度の契約執行率は 100％となった。

制を改革しなければならないこと，特に国有資産の管理を強化すべきこと，公有制を主体とすべきことなど

も指摘されている（今井理之，中嶋誠一前掲書，224 頁）。

25）『鞍鋼年鑑』2002 年版，144 － 145 頁。

26）鞍鋼も大型国営企業として 1990 年代後半は巨額の債務を抱え，1999 年 11 月に債権の株式化（債転股）

を実施した。債転股では新たに有限責任公司の設立が義務付けられているが，その際に設立（2000 年 11 月）

されたのが鞍鋼集団新鋼鉄（鞍鋼新鋼）である。上場企業の鞍鋼新轧鋼股分とともに中核子会社となっている。

（シープレス『中国の鉄鋼産業 2005，生産・輸出入・設備と主要 210 社の動向』重化学工業通信社，2005 年，

262 頁）。

27）『鞍鋼年鑑』2003 年版，50 頁。
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　図 7 から分かるように，グループ化
28)

された後の 2001 年に，子会社である新鋼においては，

公司レベルでは公司「総調度室」は存在するが，第二製鋼工場，第三製鋼工場，熱延帯鋼工場

いわゆる「三場両線」には工場調度室の姿は見えなくなった。しかし，こうした「生産調度シ

ステム」の組織変化は局部に限定され，新鋼の大形圧延工場，それにもう 1 つの子会社であ

る新ā鋼股分有限公司においては工場調度室はまだ存在することが『鞍鋼年鑑』から確認できる。

　2002 年上半期は厚板工場，第一製鋼工場，大形圧延工場において，6 月以降線材工場，冷

延工場においても集中一貫管理が相次いで実施されるになった。このことによって「生産調度

システム」の組織変化は全社に及ぼされたと考えられる。

　以上のように，1950 年代後半から 1980 年代半ばまで存続していた管理組織（その特徴は党

委員会指導制，「系統別・二重管理」である）は，1995 年の鞍鋼における集中一貫管理の実施に伴

い大きな変化が見られた。元々管理組織から独立した存在であった「生産調度システム」も管

理組織との整合性を持つようになり，一体となった。

（3）「生産調度」規律と「生産調度」手段

　業務手段にも変化が現れた。生産情報の速やかな伝達のために，1995 年からアメリカ E・

F・Johnson 社の設備を導入し，20 回路の無線携帯電話通信ネットワークを形成した
29)
。また，

鞍鋼集団の主体生産部門間の生産調度のネットワークシステムが完成し，総調度室から 51 年

28）1915 年創業の鞍山鋼鉄公司は，1992 年に鉄鋼，エネルギー，化学，軽工業など数十社からなる集団制企

業として再スタートした（前掲『中国の鉄鋼産業 2005，生産・輸出入・設備と主要 210 社の動向』，261 －

262 頁）。

29）『鞍鋼年鑑』1996 年版，119 頁。

轧
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間にわたって使用されていた生産大図表が姿を消した。ペーパーレス事務が実現された。生産

調度はより迅速かつ便利に行われるようになり，企業の戦略決定の有力な根拠が提供されるよ

うになった。生産情報の共有は各生産部門に鞍鋼集団公司全体の生産状況をタイムリーに把握

させ，そして問題に対する速やかな対処も可能となり，仕事の能率を大きく向上させた。

小括：2001 年まで，「生産調度システム」の管理組織はほとんど変わらなかった。「生産調度

システム」の管理組織に大きな変化が起きたのは 2001 年である。この変化とは，工場レベル

の調度部門が撤去され，その権限は公司の総調度室が持つようになったのである。

　最初にこの変化が生じた部門は薄スラブ連鋳連圧設備が使われている第二製鋼工場，第三製

鋼工場，熱延帯鋼工場である。「生産調度」に変化が起きたのは，この設備が使用開始直後の

2001 年だった。したがって，生産調度に起きた変化は主に新鋭設備の要請がもたらしたもの

とは言えるだろう。こうした変化は最初に企業の局部に限ったものであるが，その後あらゆる

部分に及ぶと推測できる。

終　わ　り　に

　本稿は「生産調度」組織と「生産調度」部門の機能という 2 つの視点から中国工業企業の

独特の「生産調度システム」を 3 つの時期に分けて考察することにより，その制度形成と再

編を明らかにした。

1，李捷生が指摘したように計画経済時代の「系統別・二級管理」という管理組織の下で，生

産管理の一貫性を確保するために「生産調度システム」作り出された。「生産調度システム」

は公司レベル→工場レベル→車間（現場）レベルから構成され，公司レベルの「調度」部門で

ある「総調度室」は生産に関する重要かつ広範な権限を持っており，他の部門に比べれば重要

な存在を示していた。

2，今日の「生産調度システム」は導入された当時のものとは大きく異なっていた。3 つの時

期における「生産調度システム」の特徴は次のようなものである。

　① 1950 年― 1976 年の「生産調度システム」

　1950 年初めの生産回復期に，鞍鋼において「生産調度システム」が形成された。公司→工

場→車間（現場）の 3 つのレベルの「生産調度システム」の組織は，少数の独立採算部門にだ

け見られたものである。当時の「総調度室」は「生産処」に属した一部門に過ぎず，その機能

は，週間（1 日）作業計画の把握と現場の生産実行の調整・助言に限定された。つまり初期の「生

産調度システム」には，まだ，一貫集中的管理機構としての姿が現れていなかった。

　② 1976 年― 2000 年の「生産調度システム」

　1985 年になると，公司 3 つのレベルの「生産調度システム」の組織は，公司全体まで普及した。

「総調度室」は，従来の週間（1 日）作業計画の把握と現場の生産実行の調整・助言という機能
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を果たしていたと同時に，生産計画の編成および販売部門との協調に積極的に取り組んでいた。

「生産調度」部門の権限ついては，1985 年 9 月 1 日に公布された「鞍鋼総調度室職責条例（試

行）」によって，「総調度室」に生産，争議仲裁，事故原因調査，輸送など重要な権限が与えら

れた。つまり，1980 年代の半ばにおいて，「生産調度システム」の一貫集中的な管理機構とし

ての性格が形成されたのである。

　③ 2001 年以降の「生産調度システム」

　2001 年に「生産調度システム」の管理組織に大きな変化が起きた。この変化とは，工場レ

ベルの調度部門が撤去され，その権限は公司の総調度室が持つようになったことである。

　この変化が最初に薄スラブ連鋳連圧設備が使用された 2001 年の第二製鋼工場，第三製鋼工

場，熱延帯鋼工場に起こった。したがって，その変化は新鋭設備の導入の要請がもたらしたも

のと考える。

3，「生産調度システム」は 1950 年代につくられたものであり，中国において現在も存続し，

重要な役割を果たしている。しかし，2001 年以降の企業管理組織における集中一貫管理の実

施に伴い，「生産調度システム」は管理組織と整合性を持つようになり，新しい段階を迎えて

いたのである
30)
。

　最後，資料の制約から，本稿は生産調度部門の機能についての説明は公司レベルの「総調度

室」にとどまっている。工場レベルおよび車間レベルから「生産調度システム」に対する分析

は今後の課題として残されている。
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